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下記により入札を実施するので、「入札及び契約心得」を熟知の上、参加されたい。

記

1入札に付する事項

(1)件   名 発動発電機等の撤去

(2)履 行場所 航空自衛隊下甑島分屯基地

(3)履 行期 限 令和7年11月 30日 (日 )

(4)契 約 方法 確定契約
2入 本L日 時  令和 7年 8月 8日 (金 )10時00分

3入 札 方 式  一般競争入札
4入 札 場 所  航空自衛隊新田原基地司令部庁舎lF入札室

5参 加 資 格

(1)令和7・ 8・ 9年度の資格審査結果通知書 (全省庁統一資格)「役務の提供等」A、 B、 C又はDの等級

に格付けされ、九州。沖縄地域の競争参加資格を有する者。

(2)予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者。

(3)防衛省 防衛装備庁長官又は航空幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止の要領」

に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

(4)前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種
の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。

(5)原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。ただし真にやむを得

ない事由を防衛省 防衛装備庁長官が認めた場合には、この限りではない。

6入 札 方 法 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する

額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の110分の100に相当

する金額を入札書に記載すること。

7保 証 金 入札保証金 :免除、契約保証金 :免除

8契約書等作成の必要の有無 有

9説 明 会 なし

10契約条項を示す場所 航空自衛隊新田原基地会計隊契約班及び新田原基地ホームページ

11適用する契約条項 航空自衛隊標準契約 (請書)条項の役務供給契約 (請書)条項及び適用契約条

項の関係条項による。

12その他

(1)第 5項の参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

(2)入札保証金の納付を免除した場合において、落札者が契約を結ばないときは、入札書に記載された

金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額の100分の5に相当する金額を徴収することと

する。

(3)入札参加希望者は、下記連絡先まで一報の上、入札開始前までに資格審査結果通知書の写しを会

計隊契約班に提出すること。(FAX可とする。)

(4)入札に代理人が参加する場合は、委任状 (随意様式)を提出すること。

(5)郵便入札を可とする。その際は、入札日前日必着 (土 日祝日を除く。)とする。

(6)本書記載事項の詳細については、会計隊契約班に照会のこと。

〒889-1492 宮崎県児湯郡新富町大字新田19581

航空自衛隊新田原基地 第5航空団会計隊契約班 担当:片野坂

TEL 0983-35-1121(内 線)5739 FAX 0983-35-1805(直 通)
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通信維持費

入札書

令和 7年   月  日

契約担当官

航空自衛隊第5航空団

会計隊長 越智 靖彦
殿

V
可[~

住 所

(消費税別)

氏 名

貴通知。公告に対し、入札及び契約心得・契約条項等承知の上、上記のとおり提出します。

内
言ロ
Flノ ｀

履行期限 :7.11.30

履 行 場 所 :航空自衛隊下甑島分屯基地

品 名 (件 名 ) 規 格
単
位

数量 単 価 金額 備  考

発動発電機等の

撤去 仕様書のとおり 式 1

内訳

撤去費 発電機本体・基盤。ケーブル等配管 式 1

器材費 車両・敷鉄板 等必用資材
―ト
エヽ 1

諸経費 各種書類作成費 等 式 1

以下余白

△   =準
に1    口 I



委 任 状

令和7年 8月 8日

契約担当官

航空自衛隊第 5航空団

会計隊長 越智 靖彦 殿

(委任者 )

住  所

会 社 名

代 表 者

私は、下記の者を代理人と定め、下記件名の入札に関する一切の権限を委任 します。

1 件名 発動発電機等の撤去

2 履行場所 航空自衛隊下甑島分屯基地

(代理人)

住  所

氏  名
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通信維持費

価格調査

令和 7年  月  日

契約担当官

航空自衛隊第5航空団

会計隊長 越智 靖彦
殿

V
可[~

住 所

(消費税別)

氏 名

貴通知。公告に対し、入札及び契約心得・契約条項等承知の上、上記のとおり提出します。

内
詈口
ロノヽ

履行期限 :7.11.30

雁訴予1場)所 :航空自衛隊下甑島分屯基地

品 名 (件 名 ) 規 格
単
位

数量 単 価 金額 備  考

発動発電機等の

撤去 仕様書のとおり 式 1

内訳

撤去費 発電機本体・基盤・ケーブル等配管 式 1

器材費 車両・敷鉄板 等必用資材 式 1

諸経費 各種書類作成費 等 式 1

以下余白

△     曇準
口
.    

口 :



航 空 自 衛 隊 仕 様 書

仕様書
の種類

内容による分類 役務仕様書

性質による分類 個別仕様書

物品番号 仕様書番号 下甑島 LPS― R00039

品 名
又は

件 名
発動発電機等の撤去

承   認 令和 7年  6月  2日

作   成 令和 7年  4月  7日

改   正 令和 年  月  日

作成部隊名 第 9警戒隊

1 総則

1.1 適用範囲

この仕様書は,航空 自衛隊下甑島分屯基地における発動発電機等の撤去 (以下 “

役務"と い う。)について適用する。

1.2 履行場所

航空 自衛隊下甑島分屯基地

1.3 履行期限

令和 7年 11月 30日

1.4 役務内容

発動発電機等の更新に伴 う,既設発動発電機等の撤去を実施する。

1.5 引用文書

本役務は,本仕様書によるほか,次の関係法令等の許可を有 している契約相手方

が履行するものとする。

a)電気事業法 (昭和 39年法律第 170号 )

b)消 防法 (昭和 23年法律第 186号 )

c)大気汚染防止法 (昭和 43年法律第 97号 )

d)国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 「建築保全業務共通仕様書」

e)国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 「建築保全業務報告書作成の手引」

f)国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 「営繕工事写真撮影要領」

g)公共建築工事標準仕様書 (電気工事編)(国 土交通省 )

h)廃棄物の処理及び清掃に関する法律 (昭和 45年法律 137号 )

i)資源の有効な利用の促進に関する法律 (平成 3年法律 48号 )



品名又は件名 発動発電機等の撤去

2 -般 事項

契約相手方は,本役務を履行するにあたって,下の代表的な事項を遵守 し,検査

官及び監督官の指示に従わなければならない。

a)役務に関する事項において,官側 と日程等の調整が必要 となった場合は,監督

官と調整するものとする。

b)役務の作業にあたっては,監督官の指示に従い実施するものとする。

3 役務に関する要求

3.1 対象器材

下表の内容を撤去する。 (別図第 3,第 4及び第 5)

3.2 撤去作業

航空自衛隊下甑島分屯基地運用局舎内発電機室 (別紙第 1)に設置してある既設

の発動発電機 500k・W及びそれに関連する機器等 (別紙第 2)を撤去し,監督官

が指定する搬出場所 (別紙第 1)ま で搬送及び集積させるものとする。

a)電源ケーブル等の配線撤去については,端子台箇所で切 り離し,端末は感電防

止等安全上の処置を施すものとする。

b)各盤,装置及び蓄電池の撤去作業は,アンカーボル ト,固定ボル ト及びケーブ

ル配線等を取り外し,端子部については,感電防止処置並びに端末処理等を施し

てから搬出するものとする。

品 名 規 格 等 単 位 数 量

発動発電機 500kW 2,300(皿)× 1,550(血)× 3,550(皿 ) ム
ロ

発電機盤 2,350(皿)× 1,000(皿)× 1,600(皿) 面
ｒ
Ｄ

直流電源装置 2,300(皿)×  700(皿 )× 960(皿 ) 面

直流電源装置用

蓄電池
150(皿 )×  170(皿 )×  354(皿 ) イ固 120

ア レスター盤 1,300(皿)× 600(皿 )× 600(皿 ) 面
Ｆ
Ｄ

接地補償用
コンデンサー盤

2,350(皿 )× 800(皿 )× 1,400(皿) 面 1

商用同期盤 2,350(皿)× 800(皿 )× 600(皿 ) 面

ラジェーター 基
Ｆ
０

1次消音器 基
Ｆ
０

断路器盤 2,350(mm)×  800(mm)× 1,400(mm) 面

各配管等
(一部排気配管を除く)

必要数

電源ケーブル等 必要数///



品名又は件名 発動発電機等の撤去

c)搬出場所に搬送した撤去品は,雨及び埃等が侵入しないように処置 (ビニール

包装等)を施すものとする。

d)役務に必要な資材及び器材等は,契約相手方が準備するものとする。

e)ラ ジエーターに付随する資材等は,撤去しないものとする。

f)各配管及びラジエーター撤去後の閉口部には,雨水等が侵入しないように処置

を施すものとする。

g)給水管及び燃料配管のバルブの 2次側には,液漏れが無いように処置を施すも

のとする。

h)撤去期間中に排出された廃油及び廃液は,契約相手方で確実に処分するものと

する。

3.3 発生材

発生材の処理については,契約相手方の責任において監督官の指示する場所に整

理及び集積し, 6.1に示す発生材調書に必要事項を記載後,監督官に提出するも

のとする。

3.4 作業時間

役務の作業実施時間については,下甑島分屯基地の日課時限 (0800～ 164

5)を基準とし,変更時,契約相手方は,速やかにその内容を監督官に申告及び所

要の手続きを実施するものとする。

4 監督 口検査

監督・検査は,契約担当官の定める監督 。検査事務処理要領により実施するもの

とする。

5 秘密保全

本仕様書及び図面等は,履行目的以外で使用してはならない。また,役務終了後

仕様書及び図面は監督官に返納し,役務写真については,消去するものとする。

6 その他の指示

6.1 提出書類

a)契約相手方は,契約締結後に,役務に必要な書類を監督官の示す様式により,

下表の内容を,定められた提出期限までに監督官へ提出するものとする。

提出期限提出書類

現場代理人及び主任技術者通知書 契約締結後速やかに



発動発電機等の撤去品名又は件名

工程表 同上

役務完了通知及び役務完了検査願 役務完了後 10日 以内

発生材調書 同上

役務写真 同上

その他必要 とされる書類等 速やかに

b)役務写真は,作業前,作業中,作業後を撮影し,アルバムに整理して監督官ヘ

提出するものとする。

6.2 安全管理

a)現場代理人は,常に作業現場の整理整頓に心掛け,風紀,衛生及び安全への管

理,火災並びに盗難の事故防止に万全を期するものとする。

b)本役務実施にあたっての入門及び基地内における行動は,交通規制及び基地規

則を厳守するものとし,作業現場以外への立入を禁止する。やむを得ず作業場所

以外への立入を必要とする場合は,監督官が確認し,許可を受けた上で行 うもの

とする。

c)当分屯基地内において,降雪及び積雪が認められた場合,車両運行はスタッド

レスタイヤ若しくはチェーン等を契約相手方で準備及び装着させるものとし,路

面凍結時における対策を講じ,事故防止に努めるものとする。

6.3 法令の遵守及び官公庁への手続き

a)契約相手方は,役務の履行に当たり,役務に関する諸規則を遵守し,役務の円

滑な進捗を図るとともに,諸法令の運営の手続きについて,契約相手方の負担と

責任において行わなければならない。

b)役務履行のため必要な関係官公庁その他に対する諸手続きは,原則として契約

相手方において迅速に処理し,これらの手続きに要する費用は,全て契約相手方

の負担とする。又,関係官公庁その他に対する交渉を要する場合若しくは交渉を

受けた場合は,遅滞なくその旨を監督官に申し出て協議するものとする。

6.4 疑義

本仕様書及びその他契約の履行について疑義が生じた場合は,速やかに契約担当

官に通知し,協議するものとする。

6.5 他の構造物及びその他に対する注意



発動発電機等の撤去品名又は件名

契約相手方は,履行中,他の構造物及びその他に損傷を与えないように十分注意

して履行するものとし,損傷させた場合は速やかに監督官に報告するとともに,契

約相手方の負担において,必要な処置を取 り完全に復旧するものとする。

6.6 軽微な変更

契約相手方は,役務の履行に際し,軽微な変更が生じる場合,その内容を監督官

と協議 し,監督官の指示に従わなければならない。この場合,変更内容は契約金額

及び履行期間に変更の無いものとする。

6.7 その他必要な事項

a)有資格者が必要な作業は,確実に有資格保有者に作業させるものとする。

b)本役務の履行は,本仕様書によるほか,関係法規類及び分屯基地諸規則の定め

るところに従い,遺漏なく実施するものとする。

c)役務の着手及び履行に当たっては監督官 とよく調整 し,連絡不十分等による役

務の誤 り及び遅滞などを避けなければならない。

d)災害及び不測事態等の発生又は,部隊運用に伴い,役務の継続が困難な状況に

なった場合は官側の指示に従わなければならない。



発 動発 電機等 の撤去件  名

図 面 名 案 内 図及 び履行場 所

縮  尺 N/S

航 空 自衛 隊下甑 島分屯基地

搬 出場 所

履 行 場 所

長浜港

※許可 な く関係者 以外 に図面 を貸 出、複製及び回覧 をさせてはな らな い。

コ
一一
図
鶏

ュ



件  名 発動発電機等の撤去

配 置 図図 面 名

N/′ S縮  尺

航空 自衛隊下甑 島分屯基地

受配電室

発動発 電機等

※許可 な く関係者 以外 に図面 を貸 出、複 製及 び回覧 を させ て はな らな い。

コ
一一図
絣

Ｎ

□



件   名 発動発電機等の撤去

平面 図図 面 名

N/S縮   尺

航空自衛隊下甑島分屯基地

③

'|

1

¬

|

|

②② ② ② ② □⑥

⑨

① ①①①

③③③③

〕
（）〔

⑤ ⑥

6.0006,0006.0005,625 6.000

H'[t : mm

凡 例

Z之 :撤 去しない。

い
一
０
ご

記 号 品   名

① 発 動発 電機 500kW
② 発 電機盤

③ 直流電源装置

④ ア レス ター盤

⑤ 接地補償用コンデンサー盤

⑥ 断路器盤

⑦ 商 用 同期盤

③ ラジエー ター

③ 1次 消音器

※許可な く関係者以外に図面を貸出、複製及び回覧をさせてはな らない。

渤
一一図
∬

ω



件   名 発動発電機等の撤去

図 面 名 立面図

N/′ S縮   尺

航空自衛隊下甑島分屯基地

⑨

⑩

③

③

①

器 は、撤 去 しな い※ 裏 側 に あ る 2次 消

配 線 用 ビッ ト

几 例
ラジエー ター 開口部

記 号 品   名

発動発電機 500kW
発電機盤

直流電源装置

ア レスター盤

⑤ 接地補償用 コンデンサー

断路器盤

商用 同期盤

ラジエー ター

1次 消音器

⑩ 各配管等 (一 部の排気配管 を除 く。 )

電源ケー ブル等 (別 図第 5に 記載 )

鏃 撤去 しない。

※許可な く関係者以外 に図面 を貸出、複製及び回覧 をさせてはな らない。

コ
一

ヽ



件   名 発動発電機等の撤去

図 面 名 電源ケーブル等配置図

N′/S縮   尺

航空自衛隊下甑島分屯基地

一

受
配
電
盤

ヘ

凡 例

記 号 品   名

① 発動発電機 500kW
② 発電機盤

③ 直流電源装置及び蓄電池

④ ア レスター盤

⑤ 接地補償用 コンデ ンサー盤

⑥ 断路器盤

⑦ 商用同期盤

③ ラジエーター
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※許可な く関係者以外に図面を貸出、複製及び回覧をさせてはならない。
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